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［研究論文］
組織能力としてのコア技術形成能力
齋　藤　冨士郎
Core technology-building capability as a corporate competence
Fujio Saito
　コア技術は始めから明示的に指定できるものではなく、技術開発と製品開発・商品化とを長年にわ
たって連動し続けた結果として認識されるに至るものであることを、技術論的考察と事例分析によっ
て示した。コア技術戦略で成功していると一般に考えられている企業の真の強味は結果としてのコア
技術ではなく、コア技術形成能力、あるいはコア技術化能力にある。これはその企業の組織能力に他
ならない。この意味で一般的に「コア技術戦略」と呼ばれている戦略は「コア技術形成戦略」と言い
換えた方が適切であり、それは特定の技術領域をベースに技術開発と製品開発・商品化を連動し続け
ることにより競争力を確保するとともに、平行して組織能力としてのコア技術形成能力の強化を図る
ための戦略と理解さるべきである。
It was demonstrated on the bases of theoretical consideration on technique and technology and case
studies that the core technology is not explicitly assigned from the beginning but become apparent to be
recognized as the result of long-term technological and product developments. The core competence of a
firm that is supposed to have succeeded on the basis of a core technology-based strategy is actually the
capability of building the core technology. In this meaning,  the widely used terminology “Core technology-
based strategy” should be more adequately renamed “Core technology-building strategy”,   which should
be understood as a strategy aiming to establish the competitiveness through continuous cooperation between
technology developments and developments of commercial products and commercialization on the basis of
a particular technological area and also aiming in parallel to strengthen the core technology-building
capability.
コア技術　技術開発戦略　製品開発戦略　組織能力　
Core technology,  technology-development strategy,  product-development strategy,  core competence,
corporate capability
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Ⅰ　まえがき
　「コア技術を如何にして強化するか」、あるい
は「コア技術に立脚した技術開発戦略を如何に
して築くか」という課題は技術経営（ＭＯＴ）の
中心的課題である。実際、多くの学会主催の研
究会や分科会、あるいは経営セミナーなどでこ
れらの課題はしばしば講演や討論のテーマとし
て取り上げられている。しかしそれらの場での
議論の多くはコア技術の概念を自明のものとし
て扱っており、「コア技術とはそもそもどのよう
な技術を指すのか？」とか「コア技術はどのよ
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うにして生まれてくるものなのか？」という基
本的問題についてはあまり議論がされて来な
かったように思われる。また「コア技術に立脚
した技術開発戦略」をともすれば、代表とされ
る事例の現在の状況を、あたかもそうなること
が前以って設計され、それに従って事業経営を
進めた結果であるかのように記述する結果論的
な議論が多いように思われる。「コア技術とは何
か？」、「コア技術は如何にして形成されるか？」
という課題を基礎から考え直す必要があると著
者は考えている。このような観点から、本論文
では、Ⅱにおいてコア技術概念の明確化を試み、
Ⅲにおいて組織能力の概念を説明し．Ⅳにおい
てコア技術の形成能力を組織能力の１つと見る
視点を提唱し、Ⅴにおいて技術開発戦略の観点
から見たコア技術について論ずる。Ⅵはまとめ
である。
Ⅱ　コア技術の概念規定
１．技術の定義
　技術開発や技術戦略など技術と経営に関わる
事柄は当然ながら技術経営の基本的課題である
が、技術とは如何なるものかという技術の定義
に立ち戻った考察は意外に少ない。三枝博音は
アリストテレスやカントを含む多くの哲学者や
技術史家の技術論について考察を進め、技術を
カントの言うところの「判断力」、すなわち「好
く／好かぬ」、「適／不適」、「快／不快」の感情
の能力に属すると考え、技術を
　「人間の実践的生産における客観的な規則に
よる形成の判断力的過程」
とする定義に到達した（1）。この定義は極めて哲
学的な表現であり、現実的な問題にそのまま適
用するのは困難である。しかしこれを
実践的生産＝具体的に物を作る／事を為す行為
客観的規則＝既知の知識、物理学の法則、ノー
ハウ、など
形成の過程＝客観的規則を具体的に適用して目
的を実現して行く過程
判断力＝「これ」よりは「あれ」が良いと判断
する能力（2）
と解釈し、技術とは
　「人間が何かある具体的な物を作る／事を為
す行為において、既知の知識、物理法則、ノー
ハウなどを、「これ」よりは「あれ」が良いと
いう判断に基いて具体的に適用しながら、目
的を実現して行く過程」
と言い換えればよりわかり易くなり、またそう
することによって多くの技術論的課題や技術経
営に係わる課題をこの定義に立脚して考察する
ことが可能になる。この定義はまた図１に示す
ように、ある目的Oの実現に必要なすべての作
業仕様書を、作業の順序に従って順序を違えず
に始めから終わりまで並べたものとして図式的
に表現することが出来る（3）。作業仕様書の各々
はOを実現する過程で、既知の知識、物理法則、
ノーハウなどを、「これ」よりは「あれ」が良い
という判断に基いて具体的に適用して行くすべ
てのステップ：t1、t2、t3、、、、tL、tM、tN、、、、.に対
応している。このことを記号的に表現するなら
ば、Oを実現するための総ての技術はすべての
ステップの集合
　　T[O]＝{ t1, t2, t3, , , , tL, tM, tN, , , , }
として表現できる（3）（4）。T[O]の要素である t1, t2,
t3, , , , tL, tM, tN, , , , の各ステップは細かく見れば目
的Oを実現するための作業の一つ一つ －－ドリ
ルで孔を開ける、リード線を半田付けする－－
に対応している。しかし実際にはそこまで細か
く見なくても、ステップのいくつかをまとめて
要素技術とし、それを t1, t2, t3, , , , tL, tM, tN, , , , の
各々に対応させても差し支えないし、その方が
わずらわしくも無い。それ故、以下では  t1, t2, t3,
, , , tL, tM, tN, , , , の各々を要素技術として扱うこと
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にする。ここで重要なことは実現対象 Oと T[O]
＝{ t1, t2, t3, , , , tL, tM, tN, , , , }とは１対１に対応して
おり、１つの技術集合 { t1, t2, t3, , , , tL, tM, tN, , , , }
を２つ以上の異なる対象 O, O′, O″, ．．．に適用
することは出来ないということである。O, O′,
O″, ．．．が如何に近隣関係にあろうともそれらを
実現するための技術集合 T[O], T[O′], T[O″], ．．．
は全く合同ではなく、どこか異なっている。
　最近では日本語の「技術」は英語の technique
と technology の両方の意味で使われているが、
厳密にはこの両者は同じではない。上に述べた
技術の定義は技術＝ technique を前提としてい
る。これに対して technology はある産業分野ま
たは領域に関して、人に教えることが可能な程
度に体系化された技術の集合を意味し、かつて
は「工芸学」と訳されていた。またこれを「技
学」と訳した人もいる（5）。しかしながら英語の
場合でもかつては technique が今日の technology
とほぼ同等な意味で使われた例もある（6）から、
どちらも「技術」としてケース・バイ・ケース
で使い分けるのが実際的である。
２．コア技術の形成過程
　「コア技術」や「コア技術戦略」という言葉は
日常しばしば耳にする。しかしどのような技術
を「コア技術」と言うか、あるいは「コア技術」
と「コアでない技術」は何処で区別するかは実
はあまり明確でない（注1）。一般的に「コア技術戦
略」とは「特定の技術分野に集中することによっ
て競争優位を確立し、さらにはその技術をベー
スとした新製品を次々と開発・導入する戦略」と
理解されている（7）。しかしこの記述からはその
特定の技術分野をどのようにして選ぶかは明ら
かでなく、また選ばれた技術分野は当然にコア
技術となることが暗黙的に前提されているよう
に受け取れる。また、如何にすれば「新製品を
次々と開発・導入する」ことができるかも明ら
かでない。実際は、以下で説明するように、あ
る技術分野がコア技術であるかどうかは始めか
らわかっているわけではなく、技術開発と製品
開発・商品化を継続的に連動させた結果として
顕れてくると考えるべきである。上で述べたコ
ア技術戦略の記述は戦略と言うよりも、結果と
してコア技術を確立することで成功を勝ち得た
いくつかの企業のそこに至るまでのプロセスの
図１　技術の図式的表現（3）
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説明に近い。これをコア技術戦略と呼ぶことは
人々に「特定の技術への重点投資＝コア技術確
立＝競争優位の獲得」という単純な図式を戦略
と思わせる恐れがある。勿論、これは戦略と呼
ぶには単純すぎる。そこに欠けているのは「ど
のようにしてその企業はその技術分野をコア技
術とすることができたか」の考察である。
　前節で述べた技術の定義とその記号表現を使
うと、図２に示すような筋道で、ある技術分野
がコア技術となる過程を体系的に説明すること
が出来る。図２の最上行の T[O（1）]＝{ t1（1）, t2（1）, t3（1）
, , , , tL（1）, tM（1）, tN（1）, , , , }は適用対象＝製品O（1）を
実現するために必要な総ての技術の順序付けら
れた集合である。幸いにO（1）の商品化に成功し
たとして、その成功を踏まえて次の製品O（2）を
実現しようとすると、それに必要な技術集合 T
[O（2）]は T[O（1）]と同一ではなくどれかの要素技
術に何らかの変更を加える必要があり、また T
[O（1）] には含まれていない新たな要素技術を追
加する必要も生ずる。今、仮にO（2）を実現する
ために要素技術 tL（1）, tM（1）, tN（1） に変更を加えて tL（2）
, tM（2）, tN（2） とする必要があり、新たに要素技術 tJ
（2）, tK（2）を追加する必要があったとするとT[O（2）]は
　　　T[O（2）]＝{t1（1）, t2（1）, t3（1）, , , , tJ（2）, tK（2）, tL（2）, tM（2）,
tN（2）, , , , }
となるであろう。更に第３の製品O（3）を実現す
るためにはT[O（2）]に含まれるtJ（2）, tK（2）, tL（2）, tM（2）, tN（2）
に更に変更を加えて tJ（3）, tK（3）, tL（3）, tM（3）, tN（3）とする
必要があり、更に要素技術tS（3）を加える必要が
あったとするとT[O（3）]は
　　　T[O（3）]＝ { t1（1）, t2（1）, t3（1）, , , , tJ（3）, tK（3）, tL（3）, tM（3）,
tN（3）, tS（3）, , , , }
となるであろう。このようにして一連の製品群
O（1）→O（2）→O（3）→．．．O（n）→の開発を進めてゆ
くと、それと平行して要素技術のファミリーFJ
＝[tJ（2）→tJ（3）→. . . tJ（n）→], FK＝[tK（2）→tK （3）→. . . tK （n）
→], FL＝[tL（1）→tL（2）→tL（3）→. . . tL（n）→], FM＝[tM（1）→
tM（2）→tM（3）→. . . tM（n）→], FN＝[tN（1）→tN（2）→tN（3）→. . .
tN（n）→], FS＝[tS
（3）→. . . tS（n）→]も形成されてゆくと
考えられる。このような要素技術のファミリー
図２　基盤要素技術とコア技術の形成過程（3）（4）
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は製品開発を次々と続けて行く過程で次第に中
身の濃いものになって行き、その結果、そのよ
うな要素技術のファミリーの存在が競争力ある
製品を生み出すための原動力の役割を果たすに
至るであろう。このような段階に達した要素技
術のファミリーFJ, FK, FL, FM, FN, FS は製品群O（1）
→O（2）→O（3）→. . . O（n）→を生み出すための基盤技
術と呼ばれるのに相応しいものとなる。その意
味でここではこれらの要素技術のファミリーFJ,
FK, FL, FM, FN, FS を基盤要素技術と名付けること
にする。そして図２に破線で囲って示したこれ
ら基盤要素技術の集合{FJ, FK, FL, FM, FN, FS}が一
連の製品群O（1）, O（2）, O（3）, . . . O（n）, . . . の競争優位
をもたらしていると言う意味で、これらの集合
がコア技術の役割を果たしていると見ることが
出来る。このように定義されたコア技術は製品群
O（1）, O（2）, O（3）, . . . O（n）, . . . の基本機能に係わる基盤
要素技術のみならず、生産技術や検査技術など
の関連技術も含む１つの技術体系である。
　日常的にはある技術分野の基本機能に係わる
領域を単にコア技術と呼ぶ例も少なくない。し
かし「コア技術」という言葉をそのような意味
で使った場合、研究開発担当者に「基本機能に
係わる技術領域の研究開発に専心すればコア技
術開発の責任は果せる。生産技術や検査技術な
どの周辺技術の開発は自分達の責任分担外であ
る。」と思い込ませる危険性が生ずる。「コア技
術」をそのように理解している限り、その企業
独自の技術体系としてのコア技術形成は期待薄
と言わざるを得ない。またこのような用法では
「コア技術戦略」が何を意味するかが曖昧になっ
てしまう。この意味で、技術経営の観点からは
コア技術を上に述べたような仕方で規定するこ
とが望ましいと著者は考える。
　延岡も指摘しているように（7）、技術開発の成
果を応用して製品化することで更に技術が鍛え
られる。量産に入った過程で、あるいは市場に
出した後で技術的問題が顕在化することも少な
くない。それを丹念に解決して次の技術開発に
つなげることで、更に技術レベルが向上し、そ
れが次の応用製品に反映する。これは著者が以
前に提唱した製品特化技術のコア技術化に他な
らない。製品特化技術とは、製品開発の過程に
おいて、当該製品を実現するためには如何に些
末的であろうとも期日までに絶対に解決しなけ
ればならない技術課題に係わる技術を意味
する（46）。 製品特化技術は一過性のこともあるが、
実際には前の製品に対して開発された製品特化
技術を更に改良して次の製品にも生かすという
ことを続けることで、製品特化技術から新たな
基盤要素技術が成長し、コア技術となって行く
ことはあり得ることであり、望ましいことであ
る。
　液晶表示デバイスを例に取るならば、液晶材
料技術、液晶動作モード技術、基板表面処理技
術などは基本機能に係わる技術であり、図２で
はFL, FM, FNに相当すると考えられる。一方、薄
膜トランジスタ・マトリクス技術、カラー表示
技術、液晶パネル生産技術、などはFJ, FK, FS の
ように後から追加された基盤要素技術である。
　以上の考察から次のことが導かれる：
（1）基盤要素技術やコア技術は始めから明示的
に指定されるのではなく、事業展開の過程
で結果として見えてくるものである、
（2）基盤要素技術やコア技術は自動的に形成さ
れるのではなく、一連の製品群を事業的成
功に導く努力と連動しており、製品群を
次々と生み出すことが出来なければ基盤要
素技術もコア技術も形成されない、
（3）コア技術を確立するためには要素技術開発
の連鎖 tJ（2）→tJ（3）→. . . tJ （n）→, . . . は勿論のこ
と、製品開発の連鎖O（1）→O（2）→O（3）→. . . O（n）
→も途中で途絶えることがあってはならな
い、
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（4）コア技術形成には技術開発と製品開発の間
の継続的連動性が必須である、
（5）技術分野は同一であってもそれがコア技術
となって行く過程は企業ごとに異なってい
るはずであるから、構築された技術の体系
としてのコア技術はその企業独特のもので
あると考えねばならない、
（6）コア技術の形成には一般に長い時間がかか
るから、一度、コア技術として第３者の目
にも明らかになれば、それを他者が追随・模
倣することは殆ど不可能である。
　コア技術のこれらの特徴は最近注目されてい
る企業の組織能力と密接な関係があると考えら
れるので、先ずⅢで組織能力について考察し、次
にⅣでコア技術形成能力は組織能力の一つと見
なすことが出来ることを述べる。
Ⅲ　組 織 能 力
　藤本は企業の競争力を表層の競争力と深層の
競争力に分けて考え、更に深層の競争力は組織
能力に直結しているとした（8）。
　表層の競争力とは価格、知覚された製品内容、
納期など顧客が直接観察・評価できる指標を意
味する。これに対して深層の競争力とは生産性、
開発リードタイム、不良率、設計品質のように
顧客からは観察できないけれども表層の競争力
の基盤となる競争力であり、それを生み出すも
のがその企業の組織能力である（8）。
　藤本によれば組織能力とは英語で言えば
capability（corporate capabilityと言った方がより
適当かもしれない）やcompetence（core competence
と言った方がより適当かもしれない）に相当す
る概念であり、
① ある経済主体（企業など）が持つ経営資
源や知識の蓄積、あるいは従業員の行動
を律する常軌的な規範や慣行（＝組織
ルーチン）の体系である、
② その企業独特のもので、他者が容易には
真似できない（競争優位が長持ちする）も
のである、
③ 結果としてその組織の競争力・生存能力
を高めるもの、
として定義される（9）（11）。以下にいくつかの実例
を述べる。
１．トヨタ自動車（10）
　藤本はトヨタ自動車が半世紀にわたって構築
してきた組織ルーチンとして次のような構成要
素を挙げている：
　製品開発の面では、重量級プロダクト・マネー
ジャの存在、開発段階の重複と統合（サイマル
エンジニアリング）、部品・素材メーカーの開発
参加（デザイン・イン）など。
　生産の面では、ジャスト・イン・タイム方式
による在庫圧縮、かんばん方式、アンドン（自
主的ラインストップ）、その他多くの多くの構成
要素。
　購買の面では、多層的サプライヤー構造、１
次メーカーのサブアッセンブリー納入、承認図
方式（サプライヤーへの詳細設計の外注）、その
他多くの構成要素。
　これらの多くの構成要素からなる組織ルーチ
ンは欧米企業が容易に真似することのできない
ものであり、これこそがトヨタ自動車の競争力
の源泉となる組織能力である。
２．デル社（12）（44）
　デル社は低価格のパーソナル・コンピュータ
で高い市場シェアを維持しているが、それは部
品メーカーと顧客の間に存在する全ての中間業
者を排除し、納期、在庫、コストを限りなくゼ
ロに近づけるデル・モデル（ダイレクトモデル）
に従って築き上げた直販体制に基づいている。
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デル・モデルを実行するには企業文化や取引先
との長期的関係を根底から変える必要があり、
他社は容易に真似することができない。これは
デルの組織能力であるが、そのきっかけとなっ
たのは1993年における赤字転落であった。赤字
を克服するためにデル社は敢えて成長している
小売業者向けの取引から撤退し、直販に絞るこ
とでデル・モデルの確立に至った。
３．ウォルマート（13）
　ウォルマートは1979年当時、米国南部のニッ
チ小売業者に過ぎなかった。これに対してＫ
マートは安売り小売販売業の最大手であった。
そこでウォルマートは顧客が品質の良い商品に
アクセスでき、必要な時に必要な場所でその商
品を手に入れられるようなシステムの構築を目
指して開発を開始した。そして、商品が倉庫に
絶えず配達され、そこで選別、再包装され、直
ちに店舗に配送される “cross-docking”と呼ばれ
るシステムを構築し、サプライヤとの間に緊密
な関係を作り上げた。その結果、販売コストは
業界平均より２－３％下がり、every day low
pricesを可能にした。更に高速・即応型の自社輸
送システムとこれらの組織能力を遂行するため
の人材システムも構築した。これはウォルマー
トの組織能力である。これに対してＫマートは
製品中心のＳＢＵに基づいた経営管理、輸送シ
ステムの外注化、サプライヤの頻繁な変更を
行っていた。その結果ウォルマートはKマート
を追い越し、今日、世界最大の小売業者となっ
た。ウォルマートは組織能力を構築することで
教科書的な経営手法の域を出なかったＫマート
に勝ったことになる。
４．アマゾン・ドットコム（14）
　多くのドットコム企業が破綻して行く中でア
マゾン・ドットコムは成功への道を進んでいる。
それはアマゾンが顧客第１主義を唱え絶え間な
い創意工夫を続けた結果である。先ず、アマゾ
ンは顧客に注文品の書籍を早く届けるために当
初の無在庫戦略を在庫を持つ方向に敢えて転換
した。次に取扱商品を書籍から音楽ＣＤや玩具、
その他に拡大し、更にブランド使用料を取って
他の業者がアマゾンのブランドで販売する方式
に切り換えた。また創り上げたノーハウやシス
テムを他社に有料提供し、収益を挙げている。シ
ステム上もワンクリック購入ボタンのようない
ろいろな工夫をしている。これらはアマゾンが
数年にわたって築き上げてきたアマゾンの組織
能力である。
　このように組織能力や corporate capability、
core competenceと呼ばれるものはある企業が永
年にわたって営々努力した結果として構築・蓄
積されるものである。組織能力はその構築・蓄
積の過程の途中段階では外部から窺い知ること
が困難であり、外部からそれとわかる段階に
至った時にはすでに他者が真似をしたくてもで
きない域に達している。またその内容は単純で
はなく、いろいろの異なった要素が入り混じっ
た組織ルーチンであるから、一言でこれと説明
できるものではなく、それ故に他者が模倣しよ
うにも何を模倣すればよいのかわからない。組
織能力とはこのようなものである。
　次章にのべるようにコア技術を形成する能力
も組織能力の１つであるというのが本論文の主
旨である。
Ⅳ　組織能力としてのコア技術形成能力
　コア技術は言わば出来上がってしまった結果
であり、重要なのはコア技術に仕立て上げる過
程である。そしてⅡ．2の（1）－（5）でまとめた
ように、コア技術は技術開発と製品戦略とが連
動した永年の組織的努力の結果として形成され
組織能力としてのコア技術形成能力
－ 40－
るものであり、生産性や設計品質と並んで企業
の深層の競争力を構成すると見ることができる。
そしてコア技術の形成を可能とした組織ルーチ
ンの体系をその企業の組織能力の範疇に入れる
のは妥当である。以下において、いくつかの事
例についてこのことを見て行こう。
１．シャープと液晶技術（7）（15）（16）（17）（18）（19）（20）
　液晶技術がシャープのコア技術であることは
良く知られており、ジャーナリズムからは「液
晶王国」とまで呼ばれている。そしてしばしば
「シャープは液晶技術をコア技術と規定し、それ
を多様な製品に徹底して利用した」という説明
がなされ、コア技術戦略の見本のように扱われ
ている。しかしシャープが現在の地位を築くま
でには 30数年の年月が必要であった。
　シャープが液晶技術の開発に着手したのは
1970年である。シャープの社史には「液晶は世
界の研究者たちがその優れた特性を認めながら、
材料の選択や成分配合の難しさから、実用化は
望めないと投げ出していた技術でした」（19）と記
載されているが、1970年代当時はシャープ以外
にも日立製作所、ＮＥＣ、富士通、松下電器産
業、東芝など多くの企業が液晶技術の研究開発
に着手していたから、シャープ社史の記述は当
時の状況としては正しくない。更に、これらの
企業は現在でも液晶事業を遂行している（46）（47）。
しかしそれらの中で液晶技術をコア技術化する
ことにより液晶技術と液晶製品に関して世界
トップの地位を獲得したのはシャープだけであ
る。
　シャープが日本の電卓メーカーとして始めて
液晶電卓を発売したのは1973年であるが、当時
は電卓の技術は一応完成し、ＬＳＩと蛍光表示
管からなる電卓は単なる組立産業になっていた。
企業間の競争は激しく、撤退する企業も出始め
ていた。そのさなかにカシオが1972年に発売し
た『カシオ・ミニ』は12800円という当時として
は驚異的な安値で、シャープに大きな打撃を与
えた。これに打ち勝つためには、消費電力が蛍
光表示管よりもはるかに少ない液晶表示を使っ
た電卓の商品化しかない、というのが当時の
シャープ経営陣の判断であった。当時、液晶技
術は生まれたばかりの技術であったから、この
ような決断はいわばシャープの社運を賭けたも
のであった（17）。そして「何としても1973年４月
までに液晶電卓を発売する」という経営陣の要
請に応えて技術者たちは 1.5年の短年月で 1973
年に液晶電卓第1号『エルシーメイト（ＥＬ 805）』
の実用化に成功した。これ以後シャープは表１
に示すように1970年～1990年の20年間にわたっ
て、技術開発と製品開発を常に連動させること
に成功し、1990年以降は世界トップのシェアを
実現している。表１の応用製品欄は図２におけ
る製品群O（1）→O（2）→O（3）→. . . O（n）→に対応し、液
晶技術欄は図２における基盤要素技術の各々に
対応していると見ることができる。シャープは
自らの液晶製品戦略を技術開発と製品化とを継
続的に連動させる「スパイラル戦略」と名付け
ている（7）（15）が、これは次に示すように図２で説
明したコア技術の形成過程と良く対応している。
先ず、図２を全体的に持ち上げ、右側の製品群
O（1）→O（2）→O（3）→. . . O（n）→の軸と左側の技術群 T
[O（1）]→T[O（2）]→T[O（3）]→. . . T[O（n）]→の軸を合わ
せて円筒形を作ったとする。こうしてできた円
筒形は技術開発と製品化がスパイラル的に進む
ことを表現している。それ故、シャープの「ス
パイラル戦略」はコア技術形成過程の本質を良
く捉えた戦略であると言ってよい。表１では
1991年以降は液晶技術に関する項目が空白に
なっているが、これは技術開発が終わったこと
を意味するわけではない。確かに液晶デバイス
の基本機能や駆動方式などの研究開発は1990年
代以降世界的に新しい進展は無いが、生産技術
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表１　シャープにおける液晶技術と液晶応用製品のスパイラル展開（引用文献（7）（15）（20）を基に作成）
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や検査技術の開発は絶えず進んでいる。しかし
これらの技術は企業秘密であり表に出ることは
殆ど無い。特に大型液晶パネルの生産・検査技
術に関してシャープは現場には携帯電話持込を
禁止するほど厳重な秘密保持体制を敷いて
いる（15）。
　「技術開発と製品開発を常に連動させるスパイ
ラル戦略」は文字で書けば簡単であるが実際に
それを実行には大変な努力と忍耐と信念が必要
である。技術開発の成果に基づいて製品をいく
つか発売してみたものの、売行きは思わしくな
く、そのまま技術開発も製品開発も断念してし
まった例、途中までは順調に進んでいたがある
ときにそれまでの技術に代わるように見える新
技術が出現し、そちらに目を奪われ方向転換し
たものの、結局どちらも不成功に終わった例、競
争他社が出した低価格製品に対して有効な対抗
手段が打てずに尻すぼみになった例など数え上
げたらきりがない。シャープにしても何時も順
調だったわけではない。1998年には液晶事業が
赤字になった。シャープはこれを機に液晶事業
での「脱ＰＣ」を図り、経営資源をＴＶ用と中
小型分野に集中し、液晶事業の質の転換を実現
した。ＴＶ用に関しては、1998年に社長に就任
した町田勝彦氏は「2005年までに国内で販売す
るテレビをブラウン管から液晶に置き換える」
と宣言した。これは液晶技術者達に液晶ＴＶ実
現へ向けての明確なゴールと達成目標を与える
ことになった。一方、中小型液晶事業はＯＥＭ
供給が中心で華やかさはないが、シャープの高
収益力の源泉となっている。
　シャープが液晶技術をコア技術とすることが
できたのは、トップ・マネジメントの強いリー
ダーシップの下に、「技術開発と製品開発を常に
連動させるスパイラル戦略」を30年間も継続し
た結果であるが、同時にその過程で組織能力と
してのコア技術形成能力も構築されたと考える
ことに無理はないであろう。そしてそのコア技
術形成能力が液晶製品に関する深層の競争力を
支え、それが更に結果としてジャーナリズムに
「液晶王国」と言わせるほどの表層の競争力を構
築したと考えられる。Ⅲ１．～４．で説明したよ
うに、一般に組織ルーチンは多くのノーハウ、社
内諸制度、業務遂行形態、従業員の行動規範な
どの集合であって、それらの各々は一般的には
社外秘扱いであり、１つの企業について長年に
わたる密着取材・調査や関係者とのインタ
ビューなどを経て次第に解明されるものである。
シャープの場合について言えば、先に述べたよ
うな液晶パネルの生産現場における厳密な秘密
保持体制は液晶技術をコア技術化する組織ルー
チンの１つと考えられるが、その他のコア技術
形成能力が具体的に如何なる組織ルーチンから
成り立っているかはここで利用した文献資料か
らは窺い知ることはできなかった。これはこの
後の４つの事例についても同様である。
２．キャノンにおける技術多角化（23）（24）（25）（26）（28）
　渡辺の研究によれば、キャノンは「自らのコ
ア技術の多角的活用の追及による一連の新機能
創出努力（技術多角化）」で好業績を挙げている
企業の第１位である（21）（29）。ここで言う技術多角
化とは相互にあまり関係の無い複数の技術分野
に並行的に進出するという意味での多角化では
なく、いくつかの基本となる技術分野をコアと
して、技術開発と製品開発を連動させつつ応用
製品分野の枝分かれ的多角化を図ることを意味
している。この意味では技術多角化というより
は技術領域拡大と言った方が適当かもしれない
が、ここでは渡辺の表現を継承して技術多角化
という表現を用いる。表２はキャノンにおける
コア技術と応用製品の関係を示す図である（22）。
コア技術として精密機械技術、精密光学技術、マ
イクロエレクトロニクス技術が挙げられている
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が、これらはコア技術と呼ぶには少し広すぎる
かもしれない。むしろそれぞれが複数のコア技
術からなるコア技術群と言った方が適当かもし
れない。表２は現在の状態であるが、重要なの
は現在の状態よりもどのようにして現在の状態
が形成されたかである。
　キャノンは周知のようにカメラ・メーカーと
して発足した企業であるが、1960年代に入って
カメラ分野以外への事業多角化を決意した。当
時、キャノンの売上構成の95％がカメラであっ
たが、安定成長期にさしかかった日本のカメラ
産業の状況を見て、カメラのみに依存していた
のではキャノンの成長は日本経済の成長テンポ
にも劣るのではないか、という危機感が社内に
高まった。そこで1962年に、長年カメラで培っ
てきた光学技術、精密機械技術、精密生産技術
を武器にして、多角化の基礎づくりを主要テー
マとして、主に事務機分野への展開を図った第
1次長期経営計画（５カ年計画）を策定した。
　事務機については、キャノンはこれに先立つ
1959年に東京工業大学の星野 （やすし）教授の
発明に基づく新しい磁気録音装置のシンクロ
リーダーを開発・発売したが事業的には失敗で
あった。しかしこの失敗をベースに1964年に電
卓事業に参入し、更にプリンタ付き電卓の開発・
発売を経て複写機事業に参入した。これが今日
の複写機・プリンタ事業の始まりである。山之
内によれば、今やキャノンの柱となっているプ
表２　キャノンの技術多角化戦略（22）
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リンタ事業もかつては７年間も赤字を出しつづ
けたこともあったという。通常はそういう状態
に陥れば事業の存続が危うくなるものであるが、
キャノンはそれを乗り切った。それが可能で
あったのはカメラと事務機を事業の柱とする明
確なコーポレート・ビジョンがあったからであ
る（27）。このコーポレート・ビジョンに従って、複
写機やプリンタと並行してカメラの技術開発も
進め、今日の自動焦点カメラやディジタルカメ
ラに至っている。
　キャノンにおける技術開発と製品開発との連
動によるコア技術形成の過程は児玉によるキャ
ノンの特許活動の分析を通して見ることができ
る。児玉はキャノンの出願特許を、それに付与
された国際特許分類（ＩＰＣ）が「カメラを主、
複写機・プリンタを従」と「複写機・プリンタ
が主、カメラが従」であるものについて1965年
から1999年までの出願件数の推移と、それぞれ
の年次におけるカメラと複写機・プリンタの技
術開発と製品開発・商品化の実績を調査し、キャ
ノンがその技術蓄積を如何に有効に製品系列に
反映させていったかを明らかにした（28）。ある年
次での特許出願件数の多少はその年次での技術
開発の実績と必ずしも１対１に対応するもので
はないけれども、技術開発の活動度を推し量る
目安とすることに大きな問題は無かろう。この
調査結果は、前述の第１次長期経営計画の路線
に沿って、キャノンがその製品分野を「カメラ」
主体から「複写機・プリンタ」を含む方向に、技
術開発と製品開発・商品化を連動させつつ、次
第に拡大していった様子を如実に示している。
更に、表２における製品欄の製品名と児玉が調
査した製品開発・商品化の件名とを比較してみ
れば、キャノンにおける製品分野の拡大と平行
してコア技術となるべき精密機械技術、精密光
学技術、マイクロエレクトロニクス技術の多角
的活用も進んだことを推察できる。このことを
図２との対応で見ると、キャノンの場合にはO（1）
→O（2）→O（3）→. . . O（n）→と進む製品系列は「カメ
ラ」と「複写機・プリンタ」という２つの異な
る製品系列を含んでおり、技術開発もそれに対
応して多面的応用が図られてきたと言うことが
できる。
　以上の考察からキャノンにおいてもコア技術
は明確な長期的経営ビジョンの下に技術開発と
製品開発・商品化とを30年以上にわたって連動
させた結果として形成されたのであり、同時に
組織能力としてのコア技術形成能力も構築され
てきたと考えるのは至当である。キャノンの場
合もコア技術形成能力が具体的に如何なる構成
要素から成り立っているかは明らかではないが、
同社の周到な知的財産活動は他社には容易に真
似できないものであることは良く知られており、
それをコア技術形成能力を構成する組織ルーチ
ンの 1つと見ることは妥当である。
３．三洋電機の電池技術（30）（31）（35）（36）
　三洋電機は２次電池ではトップシェアを誇り、
太陽電池ではシェアは第３位であるが技術面で
は世界のリーディングカンパニーである。三洋
電機の売上高に占める電池事業の比率は1999年
度において連結で11.7％、単独で16.7％であり（34）、
同社の事業の柱の１つである。表 3－ 1, 3－ 2 は
三洋電機における電池の技術開発と製品化の系
譜である。
　三洋電機の電池事業の発端は1951年に台風で
被害を受けた某企業の電池工場を援助する形で
始まったから、当初は技術面でも生産面でも松
下電産や東芝などの他社に比べて大きく遅れて
いた。そこでいろいろ試行錯誤を繰り返す中で
ドイツとフランスで開発が進んでいたニッケル
カドミウム電池に着目し、1961年にその商品化
に成功し、1964年には量産を開始した。これ以
後、1976年にはリチウム電池を実用化し、1978
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年に量産開始、1990年にはニッケル水素電池、
1994年にはリチウムイオン電池、1999年にはリ
チウムポリマー電池の生産を開始し、「２次電池
の三洋電機」といわれるまでになっている。
　燃料電池はニッケルカドミウム電池に先立つ
1957年に歌島工場で調査研究が開始されていた
が、1961年に中央研究所にその活動を移管し、
ニッケルカドミウム電池に続く次期の電池とし
て開発を進めた。そして1967年には液体燃料を
用いた燃料電池を開発し、建設省や電力会社の
無人中継局用電源として商品化した。その後、三
洋電機は表３に示すように通産省工技院や新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）か
らの研究委託を受ける形で燃料電池の研究開発
を進めるとともに、それと平行して燃料電池の
商品化も進めてきている。
　1974年に通産省は太陽電池の低コスト化と実
用化を目指す「サンシャイン計画」を発足させ
た。三洋電機もこれに参加する形でアモルファ
ス・シリコン（ａ－Ｓｉ）太陽電池の研究に本格着
手し、1978年に開発に成功した。1979年には集
積型ａ－Ｓｉ太陽電池「アモルトン」の開発に成功
し、これをベースに世界で始めて太陽電池の実
用化に進出した。1982年には世界最大規模の「ア
モルトン」生産工場を完成した。またエレクト
ロニクス製品や住宅設備における太陽電池応用
製品の開発も次々と実現している。
　これらに加えて三洋電機ではソーラーシステ
ムや水素エネルギー利用技術の研究開発も進め
ており、エネルギー蓄積・変換技術はまぎれも
なく同社のコア技術となっている。
　エネルギー蓄積・変換技術を三洋電機のコア
技術とならしめたのは「かかわる事業領域のす
べてでトップシェアを目指す『シエアナンバー
表３－２　三洋電機における電池技術の多角化の系譜（続）（引用文献（30）（31）（33）（35）（36）（37）を基に作成）
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ワン』戦略（注2）」と創業者である井植歳男の「菊
づくりの経営」思想に負う所が大きいように思
われる。「菊づくりの経営」とは「経営とは、生
け花のようにきれいそうなものをパッと持って
きて、パッと差して、いいでしょうと見せる、と
いうのではなく、深く根をおろしたところの、そ
して立派に育ったそのなかから、パッと一輪咲
くところの菊づくりのようなものでなくてはな
らない」ものである（32）（37）。それは辛抱強く技術
開発を続けることが結果として事業的成功をも
たらすという思想である。「シェアナンバーワ
ン」を目指しながら、「菊づくりの経営」に基づ
いて技術開発と製品化とを長年にわたって連動
し続けたことが三洋電機に組織能力としてのコ
ア技術形成能力の構築をもたらしたと考えられ
る。
４．スタンレー電気におけるＬＥＤ技術と液晶技
術（38）（39）
　1960年代までは、スタンレー電気の主力製品
は照明用を含む自動車用電装部品で発光体は電
球であった。しかし電球はタングステン・フィ
ラメントを用いているので振動に弱いという欠
点があり、工夫にも限界があった。1969年にス
タンレー電気の初代技術研究所長に就任した手
島　透氏は寿命の短い電球を発光ダイオード
（ＬＥＤ）で置き換えようと決意したが、当時同
社の売上は照明用も含む自動車用電装品が圧倒
的に多く、半導体製品は立場の弱い存在であっ
た。当時電球で世界一であったGEさえも諦めた
ＬＥＤへの進出はスタンレー電気にとって社運
を賭けるテーマとなった（注3）。また同社の半導体
技術のレベルは高くはなかった。そこで手島氏
は1970年に西澤潤一教授が主宰する半導体研究
所に研修生を送り込み、ＬＥＤ技術の取得・確
立を目指した。その一方でスタンレー電気は
GaAsP赤色ＬＥＤ技術に関して1971年に米国ア
ンテックス社と技術導入契約を結び、いわば二
本立ての技術開発を狙った。1972年にはGaAsP
赤色ＬＥＤの販売も始まったが、日米間の意思
疎通に問題があり、結局この技術導入契約は
1973年に破棄された。
　スタンレー電気が半導体研究所から学んだ技
術は西澤潤一教授の発明になる蒸気圧制御温度
差法液相成長技術（注4）で、これによりＬＥＤの
発光効率は非常に高まった。半導体研究所との
関係はその後も長く続いた。
　1972年にスタンレー電気は新技術開発事業団
（ＪＤＲＣ）（当時）から「発光ダイオード（ガリウ
ム・アルミニウム・ヒ素）の連続製造技術」の
開発を受託し、1976年にＪＤＲＣより「成功認定」
を受け、1978年にはＪＤＲＣと「開発成果実施契
約」を結んだ。同社のＬＥＤは始めはランプと
してであったが、その後セグメント方式の数字
表示器や英数字表示器、自動車用照明機器へと
進んだ。表 4－ 1、4－ 2はスタンレー電気におけ
るＬＥＤ技術開発と事業化の歩みである。
　小山はスタンレー電気におけるＬＥＤ事業の
成功要因として、技術のベクトル、企業家（＝
事業責任者）のベクトル、トップ・マネジメン
トのベクトルが同一線上に並ぶことであり、そ
れぞれのベクトルにそれに相応しいリーダーを
得ることである、と言っている（39）。技術のリー
ダーは西澤潤一教授であり、企業家のリーダー
は手島　透氏であり、トップ・マネジメントの
リーダーは２代目の社長の北野隆興氏である。
赤色および緑色ＬＥＤ技術は今日紛れも無くス
タンレー電気のコア技術であるが、それは始め
からコア技術となることが約束されていたわけ
ではない。1973年当時、同社のＬＥＤ事業も始
まったばかりであり、大きな赤字を出すに至っ
た。そこで手嶋所長は責任を感じて辞表を提出
したが、北野社長はそれを受理しなかった。こ
のような時に日本の企業では辞表が受理される
組織能力としてのコア技術形成能力
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表４－１　スタンレー電機におけるＬＥＤとＬＣＤの技術開発と事業化（引用文献（39）（40）を基に作成）
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ことは一般的に殆どないが、責任者の左遷はあ
り得る。しかしスタンレー電気の場合はそれも
なかった。手嶋所長はその地位に止まりＬＥＤ
事業は継続された。ＬＥＤがスタンレー電気の
主力製品となりＬＥＤ技術が同社のコア技術と
なったのは、このような幾多の失敗や挫折を乗
り越えて、技術、企業家、トップ・マネジメン
トがベクトルを揃えて粘り強く技術開発と製品
開発の連動の維持に努力した結果である。これ
はスタンレー電気の組織能力の反映であると言
える。
　スタンレー電気ではＬＥＤにやや遅れて液晶
表示の技術開発にも着手し、表 4－ 1、4－ 2に示
すように一時は好調な事業展開を見せた。しか
し結局低価格競争に勝てず、1998年に独自の液
晶表示事業からは撤退した。但し同社は商品系
列には液晶デバイスは残している。表示デバイ
スという同種の応用分野で 2種類の競合技術を
同時にコア技術化することは同社といえども困
難であった。
５．「匠の技」としてのコア技術
　コア技術と事業との連動は大企業に限られた
ことではない。教科書的な研究開発にはおよそ
縁の無い小企業・町工場においても長年培った
「匠の技」で競争優位を確保している企業は少な
くない。
　北嶋絞製作所は高速回転する金属円板にへら
を押しつけて成型加工する「へら絞り」技術で
著名な、従業員30人ほどの小企業である（40）（41）。
加工対象は神社の鈴、ビールサーバー、橋の欄
干、パラボラ・アンテナ、ロケット先端部など
表４－２　スタンレー電機におけるＬＥＤとＬＣＤの技術開発と事業化（続）（引用文献（39）（40）を基に作成）
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多種多様であり、加工する材料もアルミニウム、
銅、モリブデン、タングステンなど多種類であ
る。「へら絞り」技術は北嶋搾製作所の競争優位
の源泉であり、コア技術というに相応しい技術
である。その技術は他者が簡単に真似できるも
のではない。不況で廃業する中小企業が多い中
で北嶋絞製作所は多忙を極めるという。「円盤状
に輪切りにできる金属なら、加工できないもの
は無い」と言わせるまでに「へら絞り」技術の
レベルを高めたのは小規模とは言え北嶋社長を
筆頭とする北嶋絞製作所の長年の努力の結果で
あり、そこに至る過程はコア技術形成能力とし
ての組織ルーチン体系の構築過程でもあったと
考えられる。
６．組織能力としてのコア技術形成能力
　以上紹介した５つの事例には以下のような共
通点がある：
　ａ．シャープにおける液晶技術、キャノンに
おける精密機械技術、精密光学技術、マ
イクロエレクトロニクス技術、三洋電機
における電池技術、スタンレー電気にお
けるＬＥＤ技術、北嶋絞製作所における
へら絞り技術はそれぞれ現在ではそれら
の企業のコア技術となっている。
　ｂ．いずれの事例においても、言わば生き残
りを賭けた製品戦略・製品進出が発端と
なっており、そのための方策としてその
時点においては新しい技術分野、未だ十
分成熟していない技術分野、未だコア技
術には至っていない技術分野に着目し、
技術開発を推進した。そして10～30年の
年月をかけて技術開発と製品開発を辛抱
強く連動してきた結果、当該技術分野が
当該企業のコア技術として認識されるに
至ったと見るべきである。それ故、コア
技術の形成は当該企業ぐるみの努力の結
果であり、決して一個人や一部門だけの
成果ではない。
　ｃ．いずれの事例においても明確な経営理念
やコーポレート・ビジョンに基づいた
トップ・マネジメントのリーダーシップ
の存在があり、それが幾多の危機や失敗
を克服する支えとなっている。
　ｄ．一たび、コア技術として認識されるに
至った時点では、その技術に関する当該
企業の技術レベルは競争他社が如何にし
ても追随できないレベルに到達している。
　ここで事例として取り上げた企業を「当該技
術分野に集中して競争優位を確立し、さらには
その技術をベースとした新製品を次々と開発・
導入するコア技術戦略」の成功事例として説明
することは可能である。しかしそうすることは
人々に、当該事例の現在の状況がそうなること
を前以って設計し、それに従ってことを進めた
結果であるかのように思わせる危険がある。そ
れは結果論に過ぎない。どの事例においても、そ
の技術分野が始めから当該企業にとってコア技
術であることが決まっていたわけではない。そ
してその技術分野が当該企業にとってコア技術
となるのは単に技術開発当事者だけの努力では
なくトップ・マネジメントから第一線の技術者
や作業者に至るまで企業ぐるみの努力の結果で
ある。そしてコア技術の形成が進行すると共に、
その成果は深層の競争力を経て表層の競争力と
しての製品性能や価格に反映される結果となる。
　以上の考察から、コア技術形成能力はⅢ①～
③で述べた組織能力の定義に合致しており、コ
ア技術形成能力を組織能力の１つと見ることに
大きな問題はない。このようなある技術をその
企業のコア技術とする能力はその企業の組織能
力と呼ばれるに相応しいものである。組織能力
としてのコア技術形成能力を通してその企業の
深層の競争力としてのコア技術力が確立され、
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それが最終的に製品の品質、性能、価格などの
表層の競争力を強めることになる。
　
Ⅴ　技術開発戦略の観点から見たコア技術
　クラウゼヴィッツによれば「戦略とは戦争の
目的を達成するために個別の戦闘を互いに組み
合わせる活動」である（42）。ここで戦争→事業、戦
闘→事業活動と置き換えるならば本来は軍事用
語である「戦略」の概念はそのまま事業戦略に
も当てはまる。換言すれば「戦略は事業計画を
立案し、所定の目的に到達するための行動の系
列を個別の事業活動目標に結びつけるもの」で
ある。従って戦略はビジョンや理念とは異なり、
目的を確実に達成する計画として具体化されて
いる必要がある（43）。単なる理念的目標や願望は
戦略ではない。
　「コア技術戦略」という表現は「特定の技術へ
の重点投資＝コア技術確立＝競争優位の獲得」
であるかのように思われがちである。しかしこ
れは単なる願望に過ぎない。Ⅳの１．から５．ま
での事例から読み取れるように、それらの企業
の競争優位は単純に「特定の技術分野に集中投
資する」といったことではなく（手段としてそ
のようなことは当然行われたことであるが）、
「生き残り」｢勝ち残り｣を賭けた長年の企業ぐる
みの努力の結果として得られたものである。あ
る企業のコア技術といわれる技術分野も始めか
らそう決まっていたわけではなく、企業努力の
結果として見えてきたものである。
　企業は製品（商品）を開発・販売して収益を
挙げる。技術はそのための手段である。ある技
術分野に集中的に研究開発投資を行っても、そ
れが製品開発と連動しなければ無駄遣いである。
コア技術形成への道は技術開発と製品開発の連
動性であり、それを可能とする組織能力を如何
にして獲得するか、そのために何をどうするか
というのが戦略である。このような観点に立て
ば、本来は手段であるべき技術をあたかも目的
であるかのような、またコア技術を前以って指
定可能であるかのような錯覚を招きやすい「コ
ア技術戦略」という表現よりも「コア技術形成
戦略」という表現の方がより適切である。
　藤本は、組織能力は「創発（emergence）」に
よって構築される、と言っている（10）。「創発」と
は暗中模索や試行錯誤を繰り返しながら結果的
に目的が達成されるプロセスを意味する。藤本
はこれを霧に包まれた状態での山登りに例えて
いる。しかしこれでは組織能力形成のプロセス
の説明にはなっても、どうすればよいかという
戦略策定や計画立案の指針にはならない。達成
すべき目的なくして暗中模索や試行錯誤を繰り
返したのでは堂々巡りに終わるだけである。重
要なことは霧に包まれて周囲の状況はわからな
いけれども「どの山でもよいのではなく、あの
山に登るのだ」ということは前以って明示され
ていなくてはならない。コア技術形成戦略の観
点からは先ずトップ・マネジメントによって
「我々が生き残るためにはこの技術分野で勝負す
るしかない」ことを宣言することによって、進
むべき方向と策定すべき課題が明示されねばな
らない。これはトップ・マネジメントによる経
営理念・方針、コーポレート・ビジョンの明示
に他ならない。それを受けて「この技術分野を
コア技術化することで深層の競争力を強化し、
競争優位を確保するためには何をどのようにす
るか」という設問に答えるのがコア技術戦略で
ある。そしてそこには「如何にしたらコア技術
形成能力を構築できるか」という設問への回答
も含まれるべきである。これを簡潔に表現すれ
ば「コア技術形成能力をベースにした競争力強
化戦略の策定」ということになる。これらの設
問への回答としての具体的コア技術形成戦略は
一通りではなく、どのような戦略を策定するか
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はそれぞれの企業の判断である。　　　
　Ⅳの調査事例に見るように、最終的にコア技
術を確立することで競争優位を獲得した企業も、
そこまでに至る過程では何度となく危機的状況
に直面し、それを乗り越えて現在にいたってい
る。それを可能にしたのは、技術開発力以上に
トップ・マネジメントの経営力、牽引力に負う
ところが大きい。Stalkらも組織能力ベース戦略
（capability-based competitiveness）の中心人物はＣ
ＥＯであると言っている（13）。
　Stalkらは成功した企業の事例分析から組織能
力をベースにした競争原理として次の４項目を
挙げている（13）：
  i）製品や市場ではなく事業プロセスに基づい
た企業戦略を構築する、
 ii）競争に勝つか否かは企業のキーとなる事業
プロセスを顧客に対して最高の価値を首尾
一貫して提供できる戦略的組織能力に転換
できるか否かに依存する、
iii）企業は伝統的な事業ユニットや機能組織を
共に繋ぎ、それらを超越するインフラスト
ラクチャ構築にむけて戦略的投資をするこ
とによって組織能力を構築する、
iv）組織能力は必然的に機能組織に跨るもので
あるから、組織能力ベースの戦略を遂行す
るのはＣＥＯである。
　これらの項目をこれまでの考察と対応させれ
ば次のようになるであろう。
先ず i） については「表層の競争力ではなく深層
の競争力に着目して、それを強化できるような
戦略を立案する」ということになるであろう。ま
た ii） と iii） については将来コア技術となるべき
技術分野での技術開発と顧客に対して最高の満
足度を提供する製品開発を絶えず連動させ、併
せて基礎技術開発から生産や販売に至るまで戦
略的重点投資を行う、ということになろう。こ
れを遂行するには当然トップ・マネジメントの
強力なリーダーシップが必要である。これは  iv）
に他ならない。コア技術はこのような事業遂
行の結果として形成されるものである。
　以上説明したようにコア技術と呼ばれるもの
は10～30年にわたる長年月の企業努力の結果と
して顕在化してくるもので、一朝一夕に形成で
きるものではない。また特定の技術分野に集中
投資しさえすれば短年月のうちに形成できるも
のでもない。最も重要なことは事業展開の過程
で遭遇する各種の危機を乗り越えて技術開発と
製品開発の連動性を維持することである。危機
を乗り越えられず、あるいは危機回避の手段と
して、それまでの技術蓄積と製品実績を放棄し
てしまった例や、売却してしまった例もあるで
あろう。結果はともかく、これではコア技術は
形成されない。
　コア技術形成戦略は技術開発戦略の選択肢の
一つである。長年にわたって営々努力してコア
技術を築き上げる代わりに、企業買収やアライ
アンスによって出来上がった技術を一挙に獲得
する戦略も可能であり、実際そのようにして成
功を収めている企業も少なくない。実際、最近
の新聞報道によれば、大型液晶パネルの分野で
はそのような動きがあり（46）、シャープもそれに
対する対抗手段として生産・検査技術に関する
厳重な秘密保持体制を敷いているという（15）。ど
ちらを取るかはそれぞれの経営者の判断である。
いずれの戦略を取ろうと最後は結果である。結
果が伴わなければ如何に立派な戦略も所詮画餅
に過ぎない。
Ⅵ　ま  と  め
（1）技術の定義から出発して一般にコア技術と
呼ばれるものが如何にして形成されるかを
述べた。
（2）コア技術は始めからそうであったわけでは
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なく、技術開発と製品開発を長年月にわ
たって連動し続けた結果として見えてくる
ものであることを指摘した。
（3）企業の深層の競争力を支え、その企業の強
さの源泉となる組織能力について説明した。
（4）組織能力としてのコア技術形成能力につい
て事例を挙げて説明した。
（5）「この技術分野において、技術開発と製品開
発を長年月わたって連動させながら、深層
の技術力を強化し競争優位を確保するため
には何をどのようにするか」という設問に
答えるのがコア技術形成戦略であり、そこ
には「如何にしたらコア技術形成能力を高
めることができるか」という設問への回答
も含まれるべきであることを述べた。
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注記
（注 1）「コア技術」と類似の用語として｢キーテクノロ
ジー｣や「基幹技術」などもあるが、最近では「コ
ア技術」という言い方が定着しているので、それ
に従った。
（注 2）厳密に言えばこれは戦略ではなく戦略目的＝ゴー
ルと言った方が適当である。しかしここでは当事
者の発言を尊重して「戦略」としておく。
（注 3）スタンレー電気の社史（38）にはこのように記述さ
れている。しかし、ＧＥ側の記述では、当時
のＧＥでは当面の照明事業に係わる課題の研究開
発に全力を注いでいたので、ＬＥＤの研究開発の
動向に注目はしていたものの自ら乗り出す機会を
見過ごしてしまった、とある（48）。
（注 4）GaAsやGaAsPの結晶成長の過程で融液と結晶の
間の温度差とAsの蒸気圧を制御することで、成
長した結晶中の欠陥を極限にまで減らし、化学量
論組成に近い結晶を成長する技術。この方法によ
りＬＥＤの発光効率は飛躍的に向上した。この方
法が学会で発表された際に「ギブスの相律は成り
立たない」という説明がなされたが、これは「熱
力学的平衡状態に対して成り立つギブスの相律
は、この方法のような非平衡状態には適用できな
い」と理解されるべきである。
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